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主要施策 具体的施策 目標値の達成 雇用確保・創出効果
①太陽光発電 ・太陽光電力の日本版買取制度を導入。

・安定供給を実現する世界最先端の系統制御システム等の開

発を支援。

・公立学校施設について、耐震化・エコ化・ＩＣＴ化の一体的実施

を抜本拡大する「スクール・ニューディール」を実施。

・３年間集中的に公共建築物や公的施設（道路関係施設、鉄道、

空港、国立公園等）に太陽光発電を導入。

・３年間、中小発電事業者による太陽光設置、電力会社による

メガソーラー設置を集中支援（設置費用の1/3補助）。

・太陽光発電を2020年頃に20倍程度に。

・量産・技術革新により太陽光パネルの価格を

３～５年間で半額程度に。

・３年間で小中高3.6万校について、「スクール・

ニューディール」を実施。

・3年間で、公立の小中高や公共建築物1.7万ヶ

所）の太陽光設置を10倍以上に。

・2020年時点の太陽光発電関

係の雇用規模を11万人程度

に拡大。

②低燃費車（電気自動車

等）・省エネ製品の普及

促進

・公用車を環境対応車に切替え。

・環境対応車（電気自動車、ハイブリッド等）及び低燃費車等の

普及拡大を集中支援。

・電気自動車先端モデル都市（含、タクシーの電気自動車化）を

実施。

・国4000台、自治体20万台を買換時に３年間で。

・当面100万台規模の需要減を補う。

・電気自動車の量販・量産を３年以内に開始。

・2020年には新車販売に占める環境対応車の

割合を1/2に。

・2020年の環境対応車の市場規模を５兆円に。

・３年間で、10ヶ所程度。

・当面の環境対応車の需要増

により、数万人～10万人規模

の雇用吸収効果。

・2020年の環境対応車関連の

雇用規模6万人。

・３年間、グリーン家電への買い換え促進のため、エコポイント

による集中支援（テレビ、エアコン、冷蔵庫）。

・３年間でグリーン家電（テレビ、エアコン、冷蔵

庫で2400万台）の普及を促進。

・グリーン家電の普及促進に

より、数万人規模の雇用吸収

効果。

・小中学校に省エネ改修を進める。

・学校及び公共建築物をゼロエミッション化。

・省エネ効果の高い建物について省エネ診断・改修を実施。

・国の合同庁舎をグリーン改修。

・住宅ローンの拡充（フラット35の融資比率を10割へ引上げ、金

利優遇期間を10年間に延長）。

・３年間を目途に８割（2.9万校）に省エネ改修。

・2030 年までに新築全てをゼロエミッション化。

・公共建築物5.4万棟、民間ビル55万棟のうち省

エネ効果の高いものについて３年間集中的に

省エネ診断・改修を実施。

・今後３年間で実施可能な築年数15年以上のも

の全てをグリーン改修。

・３年以内に住宅300万戸を省エネ住宅に。

・10年後には省エネ住宅比率を50％超に。

・省エネ診断・改修や住宅の

省エネ化などにより、40万人

規模の雇用吸収効果。

③公共交通機関及び交

通・物流インフラの革新

・リニア実験線工事の前倒しと実験線再延伸の検討、中央新幹

線の調査促進。

・１年後にフリーゲージトレインの実用化評価を実施。

・３年間、高効率船舶（CO2を30％削減）の実用化など、環境性

能の高い船舶の普及促進を集中実施。

・３年間で船舶版アイドリングストップの施設を集中整備。

・電池式省エネ路面電車の実用化技術を2012年度までに確立。

・ＩＴＳを３年間で高速道路等で実証し、実用化に目途。

・３年間で次世代システム（鉄道・船舶・自動車

の新たなシステム）を構成する車両等を実用

化。

・高効率船舶の2020年の市場規模を３兆数千

億円以上に。

・環境性能の高い鉄道や船舶

などの普及促進により、13万

人規模の雇用を確保。

（１）世界をリードするグリーン経済システムの構築
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主要施策 具体的施策 目標値の達成 雇用確保・創出効果

④ 最先端の技術開発とその事業化、

次世代産業と地域を支える中小

企業の支援

・３年間で、５つの大学研究拠点を集中支援。環境技術分野

で新たな大学研究拠点を創造。

・３年間で、４分野（ナノ、パワーエレクトロニクス、革新的蓄電

池、革新的材料）の研究拠点を整備。

・３年間、ポスドク、研究支援者等の大規模活用、産学共同に

よる研究開発を集中実施。

・３年間で、研究者優先の研究開発体制の整備。

・３年後に５つの大学研究拠点（京都大学物質－細

胞統合システム拠点（iCeMS)等）、４つの研究分

野で世界一に。

・３年間で30テーマについて整備。

・研究支援者や若手研究者等

に活躍の場を提供することな

どにより、３０万人の雇用を確

保。

・ものづくり基盤技術や次世代産業を支える技術の開発を行

う中小企業の支援や公設試験研究機関等を活用した中小

企業の製品評価・事業再生等。

・５万社の中小企業を３年間に亘って重点的に支援。

・３年間で２万社の新たな事業展開。

・技術者等の雇用を３年間で約

５万人確保。

⑤ 食料自給率の向上・自然環境の

保全

・３年間、米粉用、飼料用の米生産や麦・大豆の生産拡大に

より水田をフル活用を集中実施。

・平成の農地改革による農地の集約化等を通じ、多様な担い

手がより効率的に農地を利用できるようにするとともに、耕

作放棄地の再生・利用への支援により耕作放棄地を解消。

・３年間、農商工連携による国産農林水産物を活用した新商

品開発や農林水産物・食品の輸出等による販路拡大。

・スギ花粉対策として、3年間集中的に伐採及び新品種（花粉

発生1％以下）への植替えを実施。

・輸入小麦500万トンの１割に相当する50万トンが米

粉に置き換わった場合、食料自給率は1.4%向上。

・平成23年度を目途に農業上重要な地域を中心に

概ね10万haの耕作放棄地を解消。

・５年間で500の農商工連携の優良事例を創出する。

・農林水産物等の輸出額を平成25年までに１兆円規

模に。

・首都圏近郊における花粉の多いスギの植替え等の

促進（花粉の多いスギを３年間で300万本伐採）。

・再生農地や伐採などにより、3

年間で5千人程度の雇用創出。

⑥ 「国土ミッシングリンク」の結合等

による地域経済活性化の新たな

基盤作り

・高規格幹線道路（整備率67%）のミッシングリンクを解消。

・三大都市圏環状道路のミッシングリンクを解消。

・今後３年間、暫定2車線のうち、交通量が多く、渋滞や事故

が多発する区間を集中的に整備。

・今後３年間で、スーパー中枢港湾、整備新幹線の整備を含

めて、「国土ミッシングリンク」の結合。

・今後３年間で、スーパー中枢港湾の機能強化（鉄道、内航

海運、港湾内物流の効率化）。

・産業港湾インフラを大型船舶に対応可能なものに刷新。

・３年間で、首都圏の国際線発着数増加。

・３年間で、首都圏空港の機能強化・能力拡大に着手。

・今後３年間で、これまでの３年間（650㎞）を大幅に

上回るペースで供用（国幹審を経て）。

・３年間で200㎞の暫定２車線区間を整備。

・３年間で３地域（スーパー中枢港湾）整備を目指す。

・2015年までに10地域（産業港湾インフラ）整備を目

指す。

・３年以内に国際線発着数8万回増。

・３年以内に羽田空港のポスト第4滑走路対策を推進。

・3年間で約50万人の雇用創出

⑦ デジタル・ディバイドを全地域で

全面解消

・地上デジタル放送への完全移行に向け、学校等公共施設の

デジタル化、共聴施設の支援等を実施

・ブロードバンドについて基本整備を国が支援。

・携帯電話について不感地域解消のために小型基地局や衛

星携帯電話を活用しつつ伝送路を整備。

・３年以内に、アナログテレビジョン放送の電波跡地の活用、

新たな周波数の割り当て等による新産業の創出。

・地上デジタル放送に２０１１年完全移行。

・ブロードバンド・ゼロ地域を２００９年度末までに解

消。

・２０１１年度末を目途に携帯電話エリア外地域ゼロ

を達成。

・50兆円規模の新産業創出。

・地上デジタル放送への完全移

行、ブロードバンドの基盤整備

等を実施し、数万人の雇用を

確保。

・今後３年間、我が国情報化投

資の水準を下支えする政策

パッケージにより、50万人の雇

用を創出。

（２）２１世紀型のインフラ整備・システム開発
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主要施策 具体的施策 目標値の達成 雇用確保・創出効果

⑧ 地域医療の再生と最先端医療

技術の革新

・各都道府県が新たに「２次医療圏」毎に地域医療再生計

画を策定。

・地域医療再生のため、計画的かつ強力に財政支援。

・地域の実情に応じてフルスペックで支援するモデル地域

から基礎的支援を行う地域まで「カフェテリア」方式でメ

ニューを選択（施設整備、医師派遣等）。

・全２次医療圏で医師事務作業補助者を集中配置。

・３年以内に全都道府県で１ヵ所ずつフルス

ペックのモデル２次医療圏の整備を目指す。

１０年以内に全国展開。

・３年以内に２万人を集中配置。

・医療分野で３年間で18万人

の雇用創出（2025年時点で

は最大112万人の雇用創

出）。

・３年間集中的にガン未承認薬等の集中治験（臨床研究）

審査を推進（600件程度の中から選定）（スーパーファスト

トラック(審査期間12か月→６か月に短縮)の創設）

・医薬品・医療機器審査・安全体制を強化。（審査・安全対

策要員を倍以上に増員）

・５年以内に細胞培養型のワクチン製造装置を導入し、ワ

クチン開発・生産期間の大幅短縮（現状１年半～２年→半

年）を達成。

・３年以内を目途に社会保障カードを導入。

・医療機関・薬局のレセプトオンライン化を推進。

・健診データを活用したオーダーメイドの総合健康サービ

スを提供するモデル事業を実施。

・スーパーファストトラックの対象となる未承認

薬等について、審査期間を12ヶ月→６ヶ月に

短縮。

・審査期間を医薬品については2.5年、医療機

器については1.5年短縮。

・５年以内に新型インフルエンザの全国民分

のワクチン開発・生産期間を大幅短縮。（１年

半～２年→半年）

・社会保障カードについては、国民電子私書

箱にアクセス可能なものとし、世界トップレベ

ルの利用しやすい社会保障サービスの基盤

を３年以内を目途に整備。

・３年以内に医療機関・薬局のレセプトオンラ

イン化を実現

・３年間に１０地域で実施。

・2020年時点の総合健康

サービス産業：市場規模24

兆円、80万人の雇用創出

⑨ 介護拠点整備と介護分野の雇

用創出

・介護拠点を３年間前倒し集中整備。

・介護人材の待遇改善のための緊急措置を実施。

・介護職員のキャリアパスを提示。

・２０１２年の次期介護報酬改訂時に上記キャリアパスを踏

まえてキャリアアップに対応した介護報酬体系を構築。

・３年間で介護施設の入所待機者解消に向け

て集中整備。

・介護分野で３年間で30万人

の雇用を創出（2020年時点

では最大90万人の雇用創

出）。

⑩安心こども・子育て対策 ・今後２年間で、安心こども基金の拡充や地方負担軽減に

よる保育サービスの充実を集中実施。

・今後２年間、子育て支援活動の後押しを集中実施。

・３年間で、社会的養護・母子家庭等対策の充実を集中実

施。

・高校・大学の授業料減免・奨学金の拡充など教育費負担

の軽減等。

・３年以内に待機児童解消に向けて集中整備。・子育て分野で今後10年間で

20万人程度の雇用創出。

（３）健康長寿の質の高い生活コミュニティの形成
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：電気の使用者＞

① 太陽光発電

１．現状の問題点：高い発電コスト

２．政策の概要

【導入支援措置】

○補助金：住宅用太陽光発電導入支援、新エネルギー等導入加速
化支援

○税制措置：省エネ住宅改修投資型減税制度の創設、エネルギー需
給構造改革推進投資促進税制（エネ革税制）の拡充

【導入環境整備】

○安定供給を実現する世界最先端の系統制御システム等の開発を
支援。

【規制的措置による導入拡大】
○太陽光発電の新たな買取制度の導入。

【公立学校施設、公共施設等への導入促進】
○３年間で公立学校施設（小中高3.6万校）について、耐震化・エコ化・ICT化
の一体的実施を抜本拡大する「スクール・ニューディール」を実施。
○日本全国の公共建築物（小中高を除く1.7万か所）や公的施設（道路・駅・
空港など）について、太陽光発電を設置。

②数値目標
・導入目標

「太陽光発電の導入量を２０２０年頃に約２０倍、２０３０年に４０倍にすることを目標として、
導入量の大幅拡大を進める。」
・コスト削減目標

「価格については、今後３～５年後に太陽光発電システムの価格を現在の半額程度に低減
することを目指す。」

３．政策の定量的効果
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②－１ 低燃費車（電気自動車等）の普及促進

１．現状の問題

２．政策の概要

３．政策の定量的効果 ※上記の政策を講じた際の効果のイメージ

○ 自動車の「保有構造のグリーン化」を図るため、経年車の廃車代替補助（ストック改善）、新車購入補助（フロー改善）を行うことを検討。

○ １００万台規模の需要減を補う台数効果
○ 数万人～10万人規模の雇用波及効果

② 新車購入補助
(経年車の廃車を伴わないもの)

○ 国内生産は急減（２月は▲６割）。
－国内販売：▲２割減が定着化。２１年度、100万台規模で販売減のおそれ。

※  昨年末時点の自工会発表の09年需要見通し（486万台）は08年（508万台）比で▲５％水準。
3月下旬に、自工会発表の09年度需要見通しは、430万台まで落ち込み。

－輸 出 ：外需落ち込みで急減。１月以降▲６割。
○ 景気の早期回復のため、裾野の広い自動車産業の活性化は重要。
○ 厳しい経済状況の中、環境性能の改善が進んできた最新の車の需要減尐、既存の自動車ユーザーの保有期間の長期化への対応は、

自動車の「保有構造のグリーン化」の観点からも課題。

① 経年車の廃車を伴う新車購入補助

◇ドイツ
新車購入者への自動車税免除（2～4万円）に加え、本年1月
より、9年以上の車齢の車を廃車し、新車を購入する場合に
2,500ユーロ（約31万円）の助成を実施。

◇フランス
環境対応車購入への助成等に加え、昨年12月より、
10年以上の車齢の車を廃車し、新車を購入する場合
の助成 を拡充。
（車齢15年以上300ユーロ →車齢10年以上1,000ユーロ

（約13万円）

◇イタリア
2月の追加景気対策において、9年以上の車齢の 車を
廃車し、新車を購入する場合の助成を拡充。
（低燃費ガソリン車700ユーロ →1,500ユーロ（約19万
円））

（参考）諸外国の動向

③公用車(国4000台、自治体20万台)の買
い換え時に３年間で環境対応車に切り替え

④電気自動車先端モデル都市（含、タ
クシーの電気自動車）を１０箇所程度
実施
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②－２ 省エネ製品の普及促進

○ 電機・電子産業は、出荷額４６兆円（製造業の１５％）、
従業員１１０万人（製造業の１０％）を生み出す、非常に幅広い裾野産業をもつ産業

金融危機以降、電機・電子産業の売上げが、外需を中心に大幅に低迷し、裾野産業や

雇用に大きな影響

（電機・電子大手１０社）

売上高 前年比▲６．９兆円（＝▲１２％）（ITバブル崩壊時の▲３．６兆円の約２倍）

最終損失 ▲１．９兆円

０９年度末までに国内で２万人以上の雇用減

電気機械器具, 

6%
情報通信機械

器具, 4%

電子部品・デバ

イス,6%

輸送機械

19%

一般機械

11%化学

8%

鉄鋼

6%

その他

40%

電機・電子産業は

４６兆円（重電除く）

＜製造業国内出荷額＞

○ 景気（生産誘発）効果

電子部品、原材料、流通等含めた関連産業全体で、1兆4,000～2兆4,000億円と試算。関連中小企業にも幅広い波及効果。

○ ＣＯ２削減効果

家庭部門の電力消費による排出量の３～４％分削減（300～400万トン）。

○ 雇用誘発効果

数万人規模と試算。

・一定以上の省エネ効果を有する家電（エアコン、冷蔵庫、テレビ）の購入に対し一定額相当の「エコポイント」を付与

・そのポイントを省エネ製品等の購入に使えるようにする

・3年間で最大２４百万台のグリーン家電の普及を促進

１．現状の問題

２．政策の概要

省エネ性能に優れた、我が国の家電製品の需要を拡大することにより、地球温暖化対策と景気対策を効果的に実現
（経済産業省と環境省で共同実施）

３．政策の定量的効果

○ 家庭部門からの温室効果ガス排出量は 1990年度比＋４１％と著しく増加 (2007年度)
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○ 住宅リフォームに関する投資型減税（省エネ改修）の導入
一定の省エネ改修工事（すべての居室の窓の二重窓化等）の工事費用

の10％相当を所得税額から控除（上限：200万円（併せて太陽光発電装
置を設置する場合は300万円））

○ 改正省エネ法の的確な執行
・省エネ措置の届出義務対象の拡大（床面積2000㎡以上→300㎡以上）
・建売戸建住宅の供給事業者に対する省エネ性能向上を促す措置導入
・大規模な住宅・建築物の省エネ措置の担保措置の強化（命令（罰則）の

導入）等

○ 住宅・建築物の省エネ化のための助成
・先導的な省CO2技術が導入された住宅・建築プロジェクトに対する支援
・住宅金融支援機構の証券化ローンにおける省エネ住宅に対する金利
引き下げ 等
・フラット35の融資比率を10割へ引上げ、金利優遇期間を10年間に延長

○ 新築の学校、公共建築物のゼロエミッション化、省エネ効果の高い建築
物の省エネ診断・改修、国の合同庁舎全てで今後3年間でグリーン改修

○ 新築住宅については、省エネ性能の向上が着実に進みつつあるが、既存住宅の中には省エネ性能の低いものが多く存在。

②－３ 省エネ住宅の普及促進

２．政策の概要

３．政策の定量的効果

１．現状の問題点

○ 3年以内に住宅300万戸を省エネ住宅に。10年後には省エネ住宅比率を50%超に。
○ 省エネ診断・改修や住宅の省エネ化などの促進により、40万人規模の雇用吸収効果。

『出典：（社）日本建材産業協会』

■ ガラスの種類と熱貫流率
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○ 低炭素社会構築のためには、公共交通機関の省エネ化や交通・物流インフラの革新必要。
○ モーダルシフトの促進のためには、受け皿となる鉄道や内航海運の輸送力増強が重要。

○ 荷主が物流事業者と連携し、鉄道・海運といった環境負荷の小さい輸送モードを積極的に選択・利用すること
が必要。

○ 環境性能の高い鉄道や船舶などの普及促進により、１３万人規模の雇用を確保
○ 高効率船舶の２０２０年に３兆数千億円以上の市場規模に拡大
○ トラックから鉄道へシフト：鉄道コンテナ輸送量を２０１０年度まで２１７億ﾄﾝｷﾛに増加

○ トラックから海上輸送へ：雑貨の海上輸送量を２０１０年度までに３１２億ﾄﾝｷﾛに増加

○ リニア実験線工事の前倒しと実験線再延伸の検討、
中央新幹線の調査促進

○ 高効率船舶の実用化など、環境性能の高い船舶の
普及促進、船舶版アイドリングストップの施設を集中
整備。

○ ITSを3年間で高速道路等で実証し、実用化に目途。

○ 省エネ法による大規模荷主のＣＯ２排出量削減の努
力義務。

○ モーダルシフト等の荷主と物流事業者が連携して行
うＣＯ２排出量削減の取組みに対する支援、物流効
率化に関する地域の関係者が連携 した取組みへの
支援。

③公共交通機関及び交通・物流インフラの革新

１．現状の問題点

２．政策の概要

３．政策の定量的効果

超電導リニア 高性能船舶

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

トラック
（営業用）

内航海運

鉄道

1/7

1/4

1トンの貨物を１㎞輸送したときに
排出するCO2の量 [g-CO2/ﾄﾝｷﾛ]
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１５３

２１
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トラック
（営業用）

内航海運

鉄道

1/7

1/4
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④-1 最先端の技術開発とその事業化

○ 科学技術水準の向上、イノベーションを連続的に起こすべ
く、基礎研究機能を格段に高めるため、世界の頭脳が集い、優秀
な人材を育む「場」を我が国に作ることが必要。

○ 我が国の経済成長の鍵を握る人財力の強化・技術力の発揮す
るためには、研究施設・設備の整備や研究支援者等の活用による
研究環境の抜本的改善が必要。

○ ３年間で５つの大学研究拠点（東京大学数物理連携宇宙研究
機構（IPMU）、京都大学物質－細胞統合システム拠点（iCeMS)
等）を集中支援。

○ ３年間で、４つの分野（ナノ、パワーエレクトロニクス、革
新的蓄電池、革新的材料）の研究開発拠点を集中整備。

○ ポスドク・研究支援者等の大規模活用、若手研究者等の活躍
の場の整備、産学共同による研究開発の促進。

○ ３年間で、３０テーマの研究者優先の研究開発体制の整備。

１．現状の問題

２．政策の概要

○ 研究支援者や若手研究者等に活躍の場を提供することなどによ
り、３０万人規模の雇用を確保。

３．政策の定量的効果

中心研究者を核とした基礎から開発を視野
に入れた研究開発拠点・体制の整備

中心研究者
及び

サポートチーム

大学
企業 研究機関

海外

研究者優先の研究開発拠点・体制

９

運営協議会

京都大学 物質－細胞統合システム拠点
（iCeMS＝アイセムス）

iPS細胞研究センター（ＣｉＲＡ）

・オックスフォード大学
・ケンブリッジ大学
・インド国立生命科学研究センター
・マックスブランク分子細胞生物学・

発生学研究所
・ＵＣＬＡ カリフォルニア・ナノシステ

ム研究所
・バーデュー大学膜センター
・理化学研究所

センター長 山中 伸弥

中辻 憲夫
北川 進

楠見 明弘
Agladze,Konstantin

Chen,Yong
原田 慶恵

Heuser,John 等

主任研究者

拠点長
中辻 憲夫

副拠点長
北川 進

事務部門長
曽我 渡

主任研究者会議
議長

楠見 明弘

・ケンブリッジ大学 Watt,Fiona
・シンガポール国立大学 Eng-Hin,Lee
・コーネル大学 Baird, Barbara
・ノースウェスタン大学

Poeppelmeier,Kenneth R.
・マックスブランク大学 Schuth, Ferdi
・ボルドー第2大学 Choquet, Daniel
・理化学研究所 竹市 雅俊
・東北大学 大隈 典子
・京都大学 諸熊 奎治

連携機関 外部有識者委員会

http://www.icems.kyoto-u.ac.jp/j/


１．ものづくり基盤技術

（課題）

デジカメ等の小型化・高性能化ために、高温での環境
下に耐える非球面ガラスレンズ用の金型が必要。

ＤＶＤやデジカメ用高精度ガラス光学レンズ用金型の開発（金型）

（開発内容）

１３００度前後の高温に耐える高性能金型素材とその
研削・研磨技術等の開発

２．次世代産業を支える技術

（課題）

従来の水処理システムは、広大な沈殿池の確保、長い処理
時間、大量の薬品投入、大量の汚泥発生などが課題

超電導を利用した水処理技術の開発（水処理等の環境対策）

（開発内容）

超伝導磁気分離技術を利用して廃水浄化をするシステムを
開発。従来に比べ、尐ない敷地で高速大量処理が可能

④-2 次世代産業と地域を支える中小企業の支援

○ 世界的な需要の急減速が我が国の競争力の源泉である、ものづくり中小企業に深刻な影響。現状を放置すると、人材等の基盤が崩壊する恐れ。

○ 将来を見渡せば、省エネ・環境技術、医療・福祉技術、バイオ技術等の、国内外で需要が大きく伸びていくことが確実な分野が存在し、仕事が減尐
している今の状況においてこそ、中小企業の技術力向上、人材育成の取組を支援し、我が国の国際競争力を強化していくことが国策として不可欠。

１．現状の問題

２．政策の概要

中小企業者の行う試作品開発等の技術開発について以下の分野を中心に支援。
１.自動車や電機機器等の我が国の主力輸出産業に直結しており、現下の大不況において特に大打撃をこうむっている、金型やメッキ等
のものづくり基盤技術（２０分野）に関する中小企業の技術

２.来るべき景気回復期において我が国の次世代産業を支える３分野に関する新製品開発等を行う中小企業の技術
ⅰ）低炭素革命（省エネ・新エネ・３Ｒ） ⅱ）健康長寿（医療・福祉） ⅲ）底力発揮（農業・コンテンツ等）

３年間で約５万社程度の中小企業に対し、ものづくり基盤技術や次世代産業を支える技術開発への支援や、公設試験研究機関等を活用した製品の評
価、事業再生など、ものづくり企業等を支援。
①雇用創出効果

技術者等の雇用を３年間で約５万人確保。
②中小企業技術の新事業展開等

３年間で支援した中小企業者のうち約２万社の新たな事業展開に繋げることを目指す。

３．政策の定量的効果

１０



⑤ 食料自給率の向上・自然環境の保全

○ 米粉・飼料用米等の生産にあたっては、輸入小麦・輸入とうもろこし並みの価格での供給等が課題。
○ 転用期待の発生による農地の農業上の利用・確保に支障。
○ 稲作等は依然として規模の小さい経営が多く、産出額に占める主業農家の割合も低い。

１．現状の問題点

○ 米粉用、飼料用の米生産や麦・大豆の生産拡大によ
り水田をフル活用し、我が国の食料自給力を向上

○ 自給力の基盤たる優良農地の確保
－農地転用規制の厳格化
－農用地区域内農地の確保
－耕作放棄地対策の強化

○ 「所有」から「利用」への転換
－農地を面的に集積（公的機関が農地を一括引

受け、担い手に再配分、担い手に貸し付けられ
た農地には、相続税納付猶予を適用）

－意欲ある若者・経営体の参入を促進（農地貸借
の規制を緩和）

－農地の権利を有する者の責務の明確化

２．政策の概要

○ 輸入小麦500万トンの１割が米粉に置き換わった場合、食料自給率は1.4%向上。
○ ２０１２年度を目途に農業上重要な地域を中心に概ね10万haの耕作放棄地解消。
○ 再生農地や伐採などにより、３年間5000人程度の雇用創出。

３．政策の定量的効果
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ＩＣ
世界最良の産業立地環境の提供

大型船舶が入港可能となる水深・
延長を有するターミナル

二次輸送網の構築

高効率な荷役機械等の提供

○産業港湾インフラの刷新イメージ

○鉄鉱石輸送船舶の大型化

大水深の航路

大
型
化

○パナマ運河拡張 （2015年供用予定）

閘室水深
12.6m

最大級の鉄鉱石

輸送船舶

ケープサイズ

全長３４０ｍ全長３４０ｍ

満載喫水
21.1m

＜３０万トン級の例＞

全長２９２ｍ全長２９２ｍ

＜１５万トン級の例＞

満載喫水
17.7m

Post-
Panamax

閘室水深
18.3m

Panamax

拡張前 拡張後

必要水深約２０ｍ

必要水深約２４ｍ

⑥ 「国土ミッシングリンク」の結合等による地域経済活性化の新たな基盤作り

１．現状の問題点

○ 幹線道路ネットワーク整備の遅れ（高規格幹
線道路の 整備率：６７％、三大都市圏環状道
路の整備率：５３％）

○ アジア主要港に比して高コストな物流構造、
２０１５年のパナマ運河の拡張等による船舶の
大型化への対応。

○ 首都圏の航空需要は、羽田空港再拡張事業
及び成田空港北伸事業により、当面対処が可
能だが約１０年後には、再度、空港容量は限
界。

首都圏３環状道路

○ 主要都市間を連絡する規格の高い道路、環状道路、拠点的
な空港・港湾へのアクセス道路や国際物流基幹ネットワーク上
の国際コンテナ通行支障区間の解消等の整備

○ スーパー中枢港湾（京浜港、伊勢湾、阪神港）の機能強化、
大型船舶に対応した産業港湾インフラの刷新

○ 羽田空港の管制、機材、環境、施設等あらゆる角度から施策
の実施、地元との合意を踏まえつつ、成田空港の年間発着回
数３０万回に向けた検討を加速

大型船舶に対応した産業港湾インフラの刷新

○ 高規格幹線道路、環状道路、港湾、空港などの整備によ
り、○万人の雇用創出（検討中）。

○ ２０１０年までに、港湾コストの約３割低減などによって、ア
ジア主要港を凌ぐコスト・サービス水準を実現

２．政策の概要

３．政策の定量的効果
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○ 地上波テレビ放送のデジタル化を2011年7月までに確実に実施するための施策を前倒し実施、2009年度
末までにブロードバンド・ゼロ地域を解消、2011年度末を目途に携帯電話の不感地帯の解消。

○ 地上デジタル放送への完全移行、ブロードバンドの基盤整備等を実施し、数万人の雇用を確保。

⑦ デジタル・ディバイドを全地域で全面解消

１．現状の課題

２．政策の概要

①地上デジタル放送

○ ２０１１年７月２４日までに、地
上デジタル放送に完全移行。

○ しかし、２００９年１月、普及目
標の約２，９００万世帯（全世帯
の５８％）に対して、普及実績は
約２，４５５万世帯（同４９．１％）
と未達。

②ブロードバンド整備

○ ２００８年９月末、サービス
エリアの世帯カバー率は
－９８．６％
－７４万世帯

③携帯電話エリア整備

○ ２００８年３月末、サービス
エリア外人口は
－２９．７万人
－０．２％

○ 平成２１年度予算を講じて、技
術的サポート、送受信環境の整
備（共聴施設のデジタル化改
修・アンテナ工事等）などの施
策を実施。

○ 地域間の情報格差是正を目
的としたブロードバンド基盤等
の整備に対し、国が交付金に
より支援するもの。

○ 交付率は、条件不利地域に
該当する市町村等の場合は
１／３、第３セクター法人の場
合は１／４。

○ 市町村による携帯電話等の基
地局の整備や、通信事業者によ
る基地局と通信ネットワークとを
結ぶ伝送路の整備に対し、国が
補助金により支援。

○ 国の補助率は、エリア化される
地域の世帯数が１００未満の場
合は２／３、１００以上の場合は
１／２。

３．政策の定量的効果

①地上デジタル放送
②ブロードバンド整備 ③携帯電話エリア整備
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○各自治体・病院の「独立」志向から、病院間の機能分担についての調整が出来ず、中小病院が併存。
○地域の医療機能が細切れ、医師の専門性が発揮できず。勤務環境など処遇面の課題も相まって地域の医師不足が深刻化。

その結果、住民は満足な医療サービスを受けられず。

○３年以内に全都道府県でフルスペックのモデル２次医療圏の整備を目指し、10年以内に全国展開。
○３年以内に医師事務作業補助者の２万人規模の雇用を創出し、２０２５年に医師３２～３４万人、看護職員１９５～２０３万人、医療その

他職員１０８～１１４万人規模に雇用全体を拡大。

⑧－１ 地域医療の再生

１．現状の課題

２．政策の概要

３．政策の定量的効果

○全２次医療圏※を基本に、都道府県が新たに地域医療再生計画を策定。（※平均して人口30万人程度の広域医療圏。全国で348。）
○地域医療再生のための「基金」を設置し、施設・設備整備、医師派遣システムの強化による医師不足解消などの取組を強力に支援。
○地域の実情に応じて、フルスペックの支援を行うモデル地域から、基礎的な支援を行う地域まで、カフェテリア形式でメニューを選択。
○全２次医療圏で医師事務作業補助者を３年以内に集中配置（２万人規模）。

大学病院など 基
幹病院

どこに行けばい
いの？

地域の病院

診療所

現状

産科は一人しか
いないから対応

しきれない

大学病院など 基
幹病院

地域の病院

診療所

診療所医師の 病院外来や
救急への協力

基幹病院からの
派遣強化

例えばリハビリを
強化した病院

次の医療機関を紹介してもらえて安
心！ 元気になったよ！

実施後

奨学金の設定
寄付講座等の支援

例えば産科を強
化した病院

地域医療再生基金
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○ 海外では承認されているが国内では未承認となっている医薬品ががん等の分野で存在。
（約14件の未承認薬、他に600件程度のいわゆる適用除外）

○ 諸外国と比して審査に時間を要し、特に国民健康政策上重要な革新的医薬品に関しても審査に時間を要している。
○ 新型インフルエンザについては、現状の技術（鶏卵培養法）では発生から全国民分のワクチン生産まで１年半～２年程度の時間が

必要。
○ 大規模な治験、国際共同治験などでの実施体制が不十分。

○ 未承認薬等の治験を３年以内に終了。
○ スーパーファストトラックの対象となる未承認薬等については審査期間を6ヶ月にまで短縮（従来の優先審査期間：12ヶ月）。
○ その他の医薬品についても、承認までの期間を2.5年、医療機器についても1.5年短縮。
○ 全国民分の新型インフルエンザワクチンの開発・生産期間を半年に大幅短縮する体制を５年以内に整備。

⑧－２ 最先端の医療技術の革新

１．現状の課題

２．政策の概要

３．政策の定量的効果

○ がん・小児等の未承認薬等の集中治験（臨床研究）審査体制を早急に確立（上記600件程度の中から選定して実施）（スーパーファ
ストトラックの創設：優先審査期間の大幅短縮）。

○ その他の医薬品についても、承認審査、安全対策等の対策を国主導で強化（審査・安全対策要員を倍以上に）。

○ 新型インフルエンザワクチンを短期間に大量生産可能な新技術（細胞培養技術）について、開発が進んでいる企業を選定し、生産
設備整備まで国が集中的に支援。

○ 治験・臨床研究センター（CTC）を国主導で整備。病院間で「分散」「遅延」しがちな治験を「一括」「迅速」「国際共同」で実現可能に。
治験の集約的管理を実施。
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○ 介護施設の入居待ち人数が大量に存在（特養ホーム入居申込者数38.5万人（他施設に既に入所している人数(約20万人)を

含む））。
○ 療養病床廃止に伴う介護拠点の受け皿づくりの必要性。
○ 他産業と比較しても低い水準の賃金（平均年収 全労働者：450万円程度、介護分野：300万円程度）。
○ 能力や実績に応じたキャリアパスの形が見えず、低年収など処遇の低さもあり離職率が高く、人材が定着せず。

（離職率 全労働者：16%、介護職員：20%）

○介護分野で３年間で30万人の雇用を創出。

○３年間でに介護施設の入居待機者解消に向けて集中整
備。

⑨ 介護拠点整備と介護分野の雇用創出

１．現状の課題

２．政策の概要

３．政策の定量的効果

○ 介護拠点を３年間前倒しで集中整備。
○ 介護人材の待遇改善のための緊急措置を実施。
○ 介護職員のキャリアパスを提示。
○ 上記キャリアパスを踏まえ、2012年の次期介護報酬

改訂時にキャリアアップに対応した介護報酬体系を
構築。

現在の介護サービスを支える人材 現状：130万人
（介護職員数）

平成２１～２３年度

既存の計画で
見込まれる人材

＋20万人

今回の集中施設
整備で更に必要
となる人材

＋10万人

【介護人材確保のイメージ】
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○ 急速な少子高齢化の進行、人口減少社会の到来は、我が国の経済社会活力に極めて大きい影響。特に第
２次ベビーブーム世代が出産適齢期を迎えているここ数年が勝負。まさに“少子化対策待ったなし”の状況

○ 特に、現下の厳しい経済・雇用情勢の下において、待機児童の増加をはじめとする、子ども・子育て家庭を取
り巻く環境の変化に対し、これまで以上に、効果的・総合的な子育て環境整備を促進する必要

○ 雇用創出効果20万人程度（今後10年間）

子育て環境整備促進のために～安心こども基金の大幅拡充と地方負担の軽減を実現～

⑩ 安心こども・子育て対策

１．現状の課題

２．政策の概要

３．政策の定量的効果

○ 新待機児童ゼロ作戦（保育サービス利用率（３歳未満児）を平成29年度末までに20％→38％）の集中的
実施、また、多様な主体によるすべての子育て家庭に対する支援の充実など地域の子育て力の向上（安心
こども基金の拡充）

○ 厳しい地方財政事情の下、上記事業の着実な実施のため、必要な地方負担の緊急的軽減
○ 今後、財源確保をしつつ、次世代育成支援のための新たな制度体系を構築し、保育サービスをはじめとす
る子育て支援基盤を抜本的に拡充
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